
（第１図）徴収決定済額の推移 
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�

平成１２年度統計調査結果の概要
１ 徴収決定済額の推移

� 平成１２年度における徴収決定済額は１兆３，４５５億円（前年１兆２，０１０億円）で、前年に比べて１，４４５億円（伸び率

１２．０％）の増加となっている（第１図、第２表参照）。

� 徴収決定済額を税目別にみると、申告所得税が９３４億円（前年８９０億円）、源泉所得税が４，３８９億円（２，９８５億円）、

法人税２，６３９億円（２，５８６億円）、消費税及地方消費税２，８２４億円（２，９３６億円）、相続税４９７億円（４４０億円）となって

おり、前年に比べて申告所得税、源泉所得税、法人税、相続税は、それぞれ４４億円（伸び率４．９％）、１，４０４億円（４７．０％）、

５３億円（２．０％）、５７億円（１３．０％）増加しているが、一方、消費税及地方消費税は、１１２億円（△３．８％）減少して

いる。

（第２表）税目別徴収決定済額
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平成3年度 

1兆2,059億円 

平成12年度 

1兆3,455億円 

源泉所得税 

34.4%

申告所得税 
法人税 

消費税 

相続税 
酒税 

その他 揮発油税及 
地方道路税 

13.9%
25.4%

10.6%

2.9%

0.5%

8.1%
4.3%

源泉所得税 

32.6%

申告所得税 
6.9%

法人税 

19.6%

21.0%

その他 3.3%

消費税及 
地方消費税 

地方道路税 
揮発油税及 

10.4%

酒税 2.1%

3.7%相続税 

印紙税 0.4%

（第３図）徴収決定済額の税目別構成比 

区 分
申 告
納税者数

営 業
所 得 者

農 業
所 得 者

その他事業
所 得 者

そ の 他
所 得 者

人 人 人 人 人

平成８年分 ２６９，１２６ ７１，２３８ １５，５１１ ２５，２９２ １５７，０８５

９ ２６４，４９９ ６８，５６８ １０，９７１ ２４，５０１ １６０，４５９

１０ １８９，５３５ ３８，１８２ ８，８２２ １３，４０２ １２９，１２９

１１ ２２２，９８０ ５１，８０８ ８，７８８ １７，２０７ １４５，１７７

１２ ２１７，９８８ ４８，７０４ ８，２６７ １６，０５０ １４４，９６７

また、これを税目別の構成比でみると、源泉所得税３２．６％（前年２４．９％）、消費税及地方消費税２１．０％（２４．４％）、

法人税１９．６％（２１．５％）の順となっている（第２表、第３図参照）。

２ 申告所得税

� 平成１２年分の確定申告により申告納税額のあった者は、２１７，９８８人（前年２２２，９８０人）で、前年に比べて４，９９２人

（伸び率△２．２％）減少している。

これを所得者別にみると、営業所得者４８，７０４人（５１，８０８人）、農業所得者８，２６７人（８，７８８人）、その他事業所得者

１６，０５０人（１７，２０７人）、その他所得者１４４，９６７人（１４５，１７７人）となっている（第４表参照）。

（第４表）申告納税者数
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30,927人 
14.2％ 

20.9％ 
45,479人 

22.3％ 
48,612人 9.1％ 

19,880人 

11.2％ 
24,370人 

7.7％ 
16,765人 

9.6％ 

20,861人 
1,000万円超 

5.1％ 
11,094人 
100万円以下 

100万円超 
200万円以下 

200万円超 
300万円以下 

300万円超 
400万円以下 

400万円超 
500万円以下 

500万円超 
700万円以下 

700万円超 
1000万円以下 

平成12年分 

217,988人 

（第６図）合計所得階級別の申告納税者数 

1000万円以下 
700万円超 

17,128人 
7.7％ 

700万円以下 

300万円以下 
200万円超 

49,631人 
22.3％ 400万円以下 

300万円超 

14.3％ 
31,964人 

20,676人 
9.3％ 

500万円以下 
400万円超 

25,050人 
11.2％ 222,980人 

平成11年分 

200万円以下 
100万円超 

100万円以下 

45,915人 
20.6％ 

5.2％ 

1,000万円超 
21,118人 

9.5％ 

500万円超 

11,498人 

区 分 総所得金額等 申告納税額伸 び 率 伸 び 率

億円 ％ 億円 ％

平成８年度 １３，６０３ ４．７ ８８６ ５．９

９ １３，０６５ △４．０ ８４６ △４．５

１０ １１，２２４ △１４．１ ７２０ △１４．９

１１ １１，２６３ ０．３ ６２６ △１３．１

１２ １１，４０５ １．３ ６７６ ８．０

また、これに対する総所得金額は、１兆１，４０５億円（前年１兆１，２６３億円）、申告納税額は６７６億円（６２６億円）で、

前年に比べて総所得金額は１４２億円（伸び率１．３％）、申告納税額は５０億円（８．０％）それぞれ増加している（第５表

参照）。

（第５表）総所得金額等、申告納税額

� 申告納税者数を合計所得階級別にみると、１００万円以下の者１１，０９４人（構成比５．１％）、１００万円超２００万円以下の

者４５，４７９人（２０．９％）、２００万円超３００万円以下の者４８，６１２人（２２．３％）、３００万円超５００万円以下の者５０，８０７人（２３．３％）、

５００万円超１，０００万円以下の者４１，１３５人（１８．９％）、そして１，０００万円超の者が２０，８６１人（９．６％）となっている（第

６図参照）。
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平成12年分 

393,641百万円 

226,048百万円 
給与所得 

（57.4％） 

124,417百万円 
（31.6％） 

利子所得等 

報酬料金等16,914百万円（4.3％） 

配当所得11,763百万円（3.0％） 

上場株式等の譲渡所得等8,067百万円（2.0％） 
退職所得5,622百万円（1.4％） 

非居住者等810百万円（0.2％） 

（第８図）種類別の源泉徴収税額構成比 

区 分 給与所得 利子所得等 配当所得 そ の 他 計 伸び率

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％

平成８年分 ２４７，２６４ ４３，８１２ １１，６３７ ２９，１４９ ３３１，８６２ △８．２

９ ２９４，３０３ ３５，８５６ １２，１１４ ２８，４３１ ３７０，７０４ １１．７

１０ ２３１，５５０ ２７，１５０ １３，２２５ ２６，０８０ ２９８，００５ △１９．６

１１ ２３２，９９９ ２３，６４６ １１，３０７ ３４，０８６ ３０２，０３８ １．３

１２ ２２６，０４８ １２４，４１７ １１，７６３ ３１，４１３ ３９３，６４１ ３０．３

３ 源泉所得税

� 平成１２年分の源泉徴収税額は、３，９３６億円（前年３，０２０億円）で前年に比べて９１６億円（伸び率３０．３％）増加して

いる。

これを種類別にみると、給与所得は２，３３０億円から２，２６０億円へと７０億円（△３．０％）減少しているが、利子所得

等は２３６億円から１，２４４億円へと１，００８億円（４２７．１％）、また配当所得は１１３億円から１１８億円へと５億円（４．４％）増

加している（第７表参照）。

（第７表）源泉徴収税額

また、種類別に構成比をみると、給与所得５７．４％（前年７７．１％）、利子所得等３１．６％（７．８％）、報酬料金等４．３％

（５．７％）、配当所得３．０％（３．７％）となっている（第８図参照）。
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（注）各年分とも、翌年６月３０日現在の源泉徴収義務者数を示している。

区 分 給与所得 報酬・料金等 配当所得 そ の 他 計 伸び率

件 件 件 件 件 ％

平成８年分 １２０，７６５ ８８，３０３ ５，２３１ ２，６６０ ２１６，９５９ ０．８

９ １２１，２７９ ８８，９５８ ４，７５７ ２，６２５ ２１７，６１９ ０．３

１０ １２１，８４０ ８９，７０１ ４，２８０ ２，５７４ ２１８，３９５ ０．４

１１ １２１，１２３ ９０，２１６ ３，８６５ ２，６８５ ２１７，８８９ △０．２

１２ １２０，９９３ ９０，４８５ ３，６６２ ２，６４６ ２１７，７８６ ０．０

（注）１年を通じて勤務した民間給与所得者について示している。

区 分 給与所得者数 平 均 給 与伸 び 率 伸 び 率

千人 ％ 千円 ％

平成８年分 １，３１２ １．１ ３，９４０ △０．８

９ １，２２８ △６．４ ４，０７５ ３．４

１０ １，２３９ ０．９ ４，０３７ ０．９

１１ １，２１２ △２．２ ４，０３２ △０．１

１２ １，２０９ △０．２ ３，９３０ △２．５

� 源泉徴収義務者は、２１７，７８６件（前年２１７，８８９件）で、前年比横這い（伸び率０．０％）となっている。

これを種類別にみると、給与所得が１２０，９９３件（１２１，１２３件）、報酬料金等９０，４８５件（９０，２１６件）、配当所得３，６６２

件（３，８６５件）となっている（第９表参照）。

（第９表）種類別の源泉徴収義務者数

� 平成１２年分の民間給与実態統計調査結果からみると、１年を通じて勤務した民間給与所得者数は１，２０９千人（前

年１，２１２千人）で、その平均給与は３，９３０千円（４，０３２千円）となっている（第１０表参照）。

（第１０表）給与所得者数、平均給与
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（注）各年分とも、その年の２月１日から翌年１月３１日までに事業年度が終了した法人（清

算中を除く。）について示している。

区 分 法 人 数 所得金額 税 額伸 び 率 伸 び 率 伸 び 率

社 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成８年分 ８２，０１４ １．９ ８５８，４７１ １３．３ ２９７，０８８ １４．２

９ ８１，７６５ △０．３ ７８３，７７２ △８．７ ２７０，６８３ △８．９

１０ ８２，８１８ １．３ ７２７，１２７ △７．２ ２５１，８６９ △７．０

１１ ８２，８１７ ０．０ ６９３，２９５ △４．７ ２２２，５０１ △１１．７

１２ ８３，８８０ １．３ ７７９，９６６ １２．５ ２２４，１４７ ０．７

（注）各年分とも、稼働中の内国普通法人について示している。

区 分 法 人 数 欠損法人割合利 益 法 人 欠 損 法 人

社 社 社 ％

平成８年分 ７２，５５５ ２９，５０３ ４３，０５２ ５９．３

９ ７２，５３２ ２８，３６７ ４４，１６５ ６０．９

１０ ７５，２１３ ２８，７２２ ４６，４９１ ６１．８

１１ ７２，４１１ ２０，９０３ ５１，５０８ ７１．１

１２ ７５，２２９ ２８，４３８ ４６，７９１ ６２．２

４ 法人税

� 法人数は８３，８８０社（前年８２，８１７社）で、前年に比べ１，０６３社（伸び率１．３％）増加している。

平成１２年分の所得金額は７７９，９６６百万円（６９３，２９５百万円）で、前年に比べ８６，６７１百万円（１２．５％）増加している。

また、これに対する税額は２２４，１４７百万円（２２２，５０１百万円）で、前年に比べて１，６４６百万円（０．７％）増加してい

る（第１１表参照）。

（第１１表）法人数、所得金額、税額

� 平成１２年分の会社標本調査結果からみると、稼働中の内国普通法人は７５，２２９社（前年７２，４１１社）で、前年より２，８１８

社（伸び率３．９％）増加している。このうち、欠損法人は４６，７９１社（５１，５０８社）で、その割合（欠損法人割合）は

６２．２％と前年の７１．１％に比べて８．９ポイント下降している（第１２表参照）。

（第１２表）法人数、欠損法人、欠損法人割合
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4,010億円 

平成12年分 
1,413億円 
宅地 

（35.2％） 

（4.7％） 
畑　190億円 

（16.5％） 
661億円 
田 

（3.3％） 
132億円 
その他の土地 

（7.8％） 
312億円 
有価証券 

（14.1％） 
567億円 

現金・預貯金等 

（3.7％） 
149億円 
家屋・構築物 

（14.6％） 
587億円 
その他 

（第14図）相続税の種類別取得財産価額 

137億円 
（3.9％） 

有価証券 

その他の土地 

259億円 
（7.4％） 

659億円 
（18.9％） 

田 

3,486億円 

畑　152億円 
（4.4％） 

平成11年分 

（4.4％） 

現金・預貯金等 

（15.2％） 
530億円 

その他 
291億円 
（8.3％） 

家屋・構築物 
154億円 

（37.4％） 

宅地 
1,304億円 

区 分 相続人数 課税価格 納付税額 被相続人数伸 び 率 伸 び 率 伸 び 率 伸 び 率

人 ％ 億円 ％ 億円 ％ 人 ％

平成８年分 ４，３２０ ２．９ ３，３９９ ６．４ ３１４ ６．４ １，４２３ １．５

９ ４，２４７ △１．７ ３，０９０ △９．１ ２６６ △１５．３ １，４７３ ３．５

１０ ４，８０９ １３．２ ３，３５４ ８．５ ２５７ △３．４ １，５６４ ６．２

１１ ４，４９３ △６．６ ３，２９１ △１．９ ２６６ ３．５ １，５９０ １．７

１２ ４，８９２ ８．９ ３，７２６ １３．２ ３４５ ２９．７ １，６９５ ６．６

５ 相続税

� 平成１２年分の相続人数は４，８９２人（前年４，４９３人）、被相続人数は１，６９５人（１，５９０人）で、前年に比べ相続人数は

３９９人（伸び率８．９％）、被相続人数は１０５人（６．６％）それぞれ増加している。

また、相続税の課税価格は３，７２６億円（３，２９１億円）、納付税額は３４５億円（２６６億円）で、課税価格は前年に比べ

て４３５億円（１３．２％）、納付税額では７９億円（２９．７％）増加している（第１３表参照）。

（第１３表）相続人数、課税価格、納付税額、被相続人数

� 相続税の取得財産価額を種類別にみると土地２，３９６億円（構成比５９．８％）、現金・預貯金等５６７億円（１４．１％）、有

価証券３１２億円（７．８％）などとなっている（第１４図参照）。
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375億円 

平成12年分 

137億円 
宅地 

（36.5％） 

（2.7％） 
10億円 

（12.8％） 
48億円 
田 

（2.1％） 
8億円 
その他の土地 

（12.3％） 
46億円 
有価証券 

（24.3％） 
91億円 
現金・預貯金等 

（6.4％） 
24億円 

家屋・構築物 

（2.7％） 
10億円 
その他 

（第16図）贈与税の種類別取得財産価額 

畑 
（15.1％） 

その他の土地 
8億円 
（2.1％） 

有価証券 
40億円 
（10.4％） 58億円 

田 

385億円 

15億円 
（3.9％） 

畑 

（6.5％） 

現金・預貯金等 

（23.9％） 
92億円 

平成11年分 

家屋・構築物 
25億円 

（35.8％） 
138億円 
宅地 

その他 
9億円 
（2.3％） 

区 分 贈与を受けた者数 取得財産価額 納 付 税 額伸 び 率 伸 び 率 伸 び 率

人 ％ 億円 ％ 百万円 ％

平成８年分 １３，９８７ △６．５ ４１１ △６．８ ２，７８８ ３．７

９ １４，３５３ ２．６ ４０３ △１．９ ２，５９４ △７．０

１０ １３，５６１ △５．５ ３６７ △８．９ ２，４０９ △７．１

１１ １３，３７９ △１．３ ３８５ ４．９ ２，４６１ ２．２

１２ １２，７２５ △４．９ ３７５ △２．６ ２，４２９ △１．３

６ 贈与税

� 平成１２年中に贈与を受けた者は１２，７２５人（前年１３，３７９人）で、前年に比べて６５４人（伸び率△４．９％）減少してい

る。

また、贈与税の取得財産価額は３７５億円（３８５億円）、納付税額は２，４２９百万円（２，４６１百万円）で、前年に比べて

取得財産価額は１０億円（△２．６％）、納付税額は３２百万円（△１．３％）減少している（第１５表参照）。

（第１５表）贈与を受けた者数、取得財産価額、納付税額

� 贈与税の取得財産価額を種類別にみると、土地２０３億円（構成比５４．１％）、現金・預貯金等９１億円（２４．３％）、有

価証券４６億円（１２．３％）などとなっている（第１６図参照）。
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（注）１ 処理事績を含む。

２ 新設法人に該当する旨の届出は、平成９年度からの適用である。

区 分 申 告 件 数 納税申告額 還 付 税 額
課税事業者
届 出 件 数

課税事業者
選択届出件数

新設法人に該 当
する旨の届出件数

件 百万円 百万円 件 件 件

平成８年度 ７４，１５９ １５０，８７４ ２０，３５３ ７５，０８７ ２，０６０ ―

９ ７３，７５７ １８８，４９０ ２７，２３２ ７４，６２５ １，８８０ ４５５

１０ ７３，７０３ ２０９，５１５ ２７，９３８ ７２，６８７ １，７３２ ４１４

１１ ７２，９０８ ２０８，０３５ ２２，５１２ ６９，８５５ １，６７６ ４０８

１２ ６９，７０７ １９８，９０１ ２０，９６５ ６７，３１２ １，６５３ ３９５

７ 消費税

� 申告件数

平成１２年度分の消費税の申告件数は６９，７０７件（前年７２，９０８件）で、うち納税申告は６７，７０２件（７０，９１８件）、還付

申告は２，００５件（１，９９０件）となっている。納税申告の内訳は一般申告３３，１４５件（３４，６３０件）簡易申告３４，５５７件（３６，２８８

件）である。

また、申告件数６９，７０７件のうち、個人事業者は１６，１８２件（１８，０８７件）、法人は５３，５２５件（５４，８２１件）となってい

る。

� 納税申告額

平成１２年度分の消費税の納税申告額は１，９８９億円（前年２，０８０億円）で、うち一般申告分は１，６９８億円（１，７８３億円）、

簡易申告２９１億円（２９７億円）となっている。

また、納税申告額１，９８９億円のうち、個人事業者は８１億円（９０億円）、法人は１，９０８億円（１，９９０億円）となってい

る。

� 還付税額

平成１２年度分の消費税の還付税額は２１０億円（前年２２５億円）で、うち個人事業者は３億円（３億円）、法人は２０７

億円（２２２億円）となっている。

� 課税事業者等届出件数

平成１２年度末（平成１３年３月末現在）の消費税の課税事業者届出件数は６７，３１２件（６９，８５５件）、課税事業者選択

届出件数は１，６５３件（１，６７６件）、新設法人に該当する旨の届出件数は３９５件（４０８件）となっている（第１７表参照）。

（第１７表）消費税の申告件数、納税申告額、還付税額、課税事業者等届出件数
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平成12年度 

309,009kl

ビール 
180,092kl
（58.3％） 

（11.7％） 

清酒 
36,189kl

しょうちゅう 

果実酒類 

発泡酒 
48,620kl
（15.7％） 

（第19図）種類別の販売（消費）数量 

16,818kl（5.4％） 

ウイスキー類　 
3,646kl（1.2％） 

4,805kl（1.6％） 

18,837kl（6.1％） 
その他 

307,287kl

平成11年度 

15,849kl（5.2％） 
しょうちゅう 

（12.5％） 
38,425kl
清酒 

189,845kl
（61.8％） 

ビール 

16,304kl（5.3％） 
その他 

（12.4％） 
38,176kl
発泡酒 

果実酒類 
4,905kl（1.6％） 

ウイスキー類　 
3,780kl（1.2％） 

区 分 税 額
販 売 数 量
（消 費）伸 び 率 伸 び 率

百万円 ％ 
 ％

平成８年度 ５，２１９ △３．９ ３１４，１６４ ０．３

９ ５，０２８ △３．７ ３０９，００７ △１．６

１０ ２７，４０５ ４４５．０ ３１０，３１４ ０．４

１１ ２９，５００ ７．６ ３０７，２８７ △１．０

１２ ２８，２３９ △４．３ ３０９，００９ ０．６

８ 酒税

� 平成１２年度における酒税の税額は２８，２３９百万円（前年２９，５００百万円）で、前年に比べて１，２６１百万円（伸び率△

４．３％）減少している。

また、販売（消費）数量は３０９，００９
（３０７，２８７
）で、前年に比べて１，７２２
（０．６％）増加している（第１８表参
照）。

（第１８表）酒税の税額、販売（消費）数量

� 販売（消費）数量を種類別に前年と比べると、発泡酒は３８，１７６
から４８，６２０
（構成比１５．７％）へと１０，４４４
（伸
び率２７．４％）増加している。

これに対し、ビールは１８９，８４５
から１８０，０９２
（５８．３％）へと９，７５３
（△５．１％）、清酒は３８，４２５
から３６，１８９

（１１．７％）へと２，２３６
（△５．８％）それぞれ減少している（第２０図参照）。
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ビール 
清酒 
しょうちゅう 
果実酒類 
ウィスキー類 

113 4 5 6 7 8 9 10

区 分 課税本数 税 額伸 び 率 伸 び 率

百万本 ％ 百万円 ％

平成８年度 ９，００８ △０．７ ２７，６６６ △０．５

９ ８，８９３ △１．３ ２７，３３７ △１．２

１０ ８，８９７ ０．０ ２８，９１１ ５．６

１１ ８，６７１ △２．５ ３０，７１４ ６．２

１２ ８，４１２ △３．０ ２９，２７６ △４．７

� 販売（消費）数量の伸びを、平成３年度を１００とした場合の指数でみると、果実酒類２２９、しょうちゅう１４９と増

加しているのに対し、ウィスキー類６５、清酒６７、ビール８４とそれぞれ減少している（第２０図参照）。

（第２０図）酒類別販売（消費）数量の伸び

９ たばこ税及びたばこ特別税

平成１２年度におけるたばこ税及びたばこ特別税の課税本数は、８，４１２百万本（前年８，６７１百万本）で、前年に比べて

２５９百万本（伸び率△３．０％）減少している。

また、税額は２９，２７６百万円（３０，７１４百万円）で、前年に比べて１，４３８百万円（△４．７％）減少している（第２１表参照）。

（第２１表）たばこ税及びたばこ特別税の課税本数、税額
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区 分 課 税 数 量 税 額伸 び 率 伸 び 率


 ％ 百万円 ％

平成８年度 ２，１２６，７２１ １１．７ １１４，４１８ １１．７

９ ２，０７０，８０６ △２．６ １１１，４０９ △２．６

１０ ２，１４１，１９５ ３．４ １１５，１９６ ３．４

１１ ２，３６６，８８０ １０．５ １２７，３３８ １０．５

１２ ２，３９８，１０６ １．３ １２９，０１８ １．３

区 分 課 税 数 量 税 額伸 び 率 伸 び 率


 ％ 百万円 ％

平成８年度 １０１，７２１ ２．０ ２，６３４ １．７

９ １０７，９９２ ６．２ ２，８０１ ６．３

１０ １０５，６６１ △２．２ ２，７４７ △１．９

１１ ９８，０１３ △７．２ ２，５４９ △７．２

１２ ９８，１１０ ０．１ ２，５５１ ０．１

１０ 揮発油税及び地方道路税

平成１２年度における揮発油税及び地方道路税の課税数量は、２，３９８千
（前年２，３６７千
）で、前年に比べて３１千

（伸び率１．３％）増加している。

また、税額は１２９，０１８百万円（１２７，３３８百万円）で、前年に比べ１，６８０百万円（１．３％）増加している（第２２表参照）。

（第２２表）揮発油税及び地方道路税の課税数量、税額

１１ 航空機燃料税

平成１２年度における航空機燃料税の課税数量は９８，１１０
（前年９８，０１３
）で、前年に比べて９７
（伸び率０．１％）
増加している。

また、税額は２，５５１百万円（２，５４９百万円）で、前年に比べて２百万円（０．１％）増加している（第２３表参照）。

（第２３表）航空機燃料税の課税数量、税額
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区 分 課 税 重 量 税 額伸 び 率 伸 び 率

ｔ ％ 百万円 ％

平成８年度 ４５，５６７ △２．２ ７９８ △２．１

９ ４３，７９４ △３．９ ７６６ △４．０

１０ ４３，０８２ △１．６ ７５４ △１．６

１１ ４２，７７３ △０．７ ７４９ △０．７

１２ ４１，４６２ △３．１ ７２５ △３．２

区 分 税 額 納 税 人 員伸 び 率 伸 び 率

百万円 ％ 人 ％

平成８年度 ３，４０３ １．２ ３，５６７ △１．２

９ ３，５７８ ５．１ ３，４０６ △４．５

１０ ３，７０２ ３．５ ３，６２５ ６．４

１１ ３，７８９ ２．４ ３，５１８ △３．０

１２ ３，９４６ ４．１ ３，５５４ １．０

１２ 石油ガス税

平成１２年度における石油ガス税の課税重量は４１，４６２t（前年４２，７７３t)で、前年に比べて１，３１１t（伸び率△３．１％）減

少している。

また、税額は７２５百万円（７４９百万円）で、前年に比べて２４百万円（△３．２％）減少している（第２４表参照）。

（第２４表）石油ガス税の課税重量、税額

１３ 印紙税

平成１２年度における印紙税（現金納付分）の税額は３，９４６百万円（前年３，７８９百万円）で、前年に比べて１５７百万円

（伸び率４．１％）増加している。

また、納税人員は３，５５４人（３，５１８人）で、前年に比べて３６人（１．０％）増加している（第２５表参照）。

（第２５表）印紙税の税額、納税人員
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区 分 販 売 電 気 の
電 力 量 税 額伸 び 率 伸 び 率

百万 kw/h ％ 百万円 ％

平成８年度 ２３，３８１ ３．９ １０，４０５ ３．９

９ ２３，７８４ １．７ １０，５８４ １．７

１０ ２４，５６３ ３．３ １０，９３０ ３．３

１１ ２４，９３４ １．５ １１，０９６ １．５

１２ ２５，７５９ ３．３ １１，４６３ ３．３

１４ 電源開発促進税

平成１２年度における電源開発促進税の販売電気の電力量は２５，７５９百万 kw/h（前年２４，９３４百万 kw/h)で、前年に比

べて８２５百万 kw/h（伸び率３．３％）増加している。

また、税額は１１，４６３百万円（１１，０９６百万円）で、前年に比べて３６７百万円（３．３％）増加している（第２６表参照）。

（第２６表）電源開発促進税の電力量、税額
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平成３ 
０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

（億円） 

３５０ 

税　　額 

件　数 

２００ 

２５０ 

３００ 

４００ 

２００ 

３００ 

１００ 

１２ 
０ 

８００ 

７００ 

６００ 

５００ 

（百件） 

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ 

区 分
平 成 １１ 年 度 平 成 １２ 年 度

件 数 税 額 件 数 税 額 伸 び 率

件 百万円 件 百万円 ％

源泉所得税 １１，４５６ ３，９８２ １１，５１４ ３，６８１ △ ７．６

申告所得税 ４１，３３９ １２，８５０ ４０，１３３ １２，０４３ △ ６．３

法 人 税 ４，３２２ ３，６３９ ３，７８７ ３，１７０ △ １２．９

相 続 税 １，２２２ １，１２１ １，３０２ １，１１７ △ ０．４

消 費 税 １８，４６７ ７，９６１ １９，４５３ ７，６８２ △ ３．５

そ の 他 ５３９ ９７ ３２８ ６８ △ ２９．９

合 計 ７７，３４５ ２９，６５０ ７６，５１７ ２７，７６１ △ ６．４

１５ 国税滞納

� 平成１２年度末における国税の滞納残高の件数は７６，５１７件（前年度７７，３４５件）、税額は２７，７６１百万円（２９，６５０百万

円）であり、前年度に比べて件数は８２８件（伸び率△１．１％）、税額は１，８８９百万円（△６．４％）それぞれ減少してい

る（第２７図参照）。

（第２７図）滞納残高の件数、税額の推移

� 平成１２年度末における整理中の滞納額を税目別にみると、申告所得税１２，０４３百万円（前年度１２，８５０百万円）消費

税７，６８２百万円（７，９６１百万円）、源泉所得税３，６８１百万円（３，９８２百万円）、法人税３，１７０百万円（３，６３９万円）の順と

なっている（第２８表参照）。

（第２８表）税目別の年度末における整理中の滞納
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主な統計表の調査対象期間と調査時点

申 告 所 得 税

源 泉 所 得 税

法 人 税

相 続 税

贈 与 税

消 費 税

酒 税

揮 発 油 税

及び地方道路税

石 油 ガ ス 税

航空機燃料税

電源開発促進税

た ば こ 税
及びたばこ特別税

印 紙 税

平成１２年分の所得税について、

平成１３年３月３１日までに申告又

は処理したもの

平成１２年分の源泉所得税につい

て、平成１３年４月３０日までに法

定資料の合計表の提出のあった

もの

平成１２年２月１日から平成１３年

１月３１日までに事業年度の終了

した法人について平成１３年６月

３０日までに申告又は処理したもの

平成１２年中に相続又は遺贈によ

り財産を取得した者について、

平成１３年１０月３１日までに申告又

は処理したもの

平成１２年分の贈与について、平

成１３年６月３０日までに申告又は

処理したもの

平成１２年４月１日から平成１３年

３月３１日までの間に終了した課

税期間分の消費税について、平

成１３年６月３０日までに申告又は

処理したもの

平成１２年４月１日から平成１３年

３月３１日までの間に製造場から

移出された酒類について、平成

１３年４月３０日までに申告又は処

理したもの

平成１２年４月１日から平成１３年

３月３１日までの課税事績

平成１２年４月１日から平成１３年

３月３１日までに現金納付のあっ

たもの

平成１２年 平成１３年

２
月

１
月

４
月

３
月

６
月

５
月

８
月

７
月

１０
月

９
月

１２
月

１１
月

２
月

１
月

４
月

３
月

６
月

５
月

８
月

７
月

１０
月

９
月

所 得
申告又
は処理

所 得
合計表
の提出

事業年度が終了した法人

申 告 又 は 処 理

相 続 又 は 遺 贈

申 告 又 は 処 理

贈 与

申告又は処理

課税原因（個人事業者）

申告又は処理

課税原因（法 人）

申 告 又 は 処 理

課 税 原 因

申 告 又 は 処 理

課 税 原 因

課税（申告又は処理）

証 書 等 の 作 成

現 金 納 付
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